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再生可能エネルギーの固定価格買取制度と FIP 制度 
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（MW） （MWh/年）

官公庁 7.7 9,078.3

病院 2.1 2,481.6

学校 12.2 14,439.8

戸建住宅等 126.5 149,142.1

集合住宅 2.6 3,049.3

工場・倉庫 73.1 86,380.4

その他建物 318.4 376,404.4

鉄道駅 0.1 107.8

小計 542.7 641,083.8

最終処分場 一般廃棄物 2.5 3,007.8

田 123.6 146,087.5

畑 19.6 23,138.7

再生利用可能（営農型） 2.2 2,650.3

再生利用困難 12.6 14,876.6

ため池 11.8 13,555.7

小計 172.4 203,316.5

合計 715.0 844,400.3

導入ポテンシャル
小区分中区分

耕地
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排出部門 

温室効果ガス排出量（千 t-CO₂） 
2030 年度 

2013 年度比 
基準年度 

2013 年度 

現況年度 

2019 年度 

将来推計 

2030 年度 

将来推計 

2050 年度 

産業部門 692.0 498.4 450.7 450.7 ▲34.9% 

業務その他部門 124.4 89.1 88.8 88.8 ▲28.6% 

家庭部門 200.8 166.9 150.8 124.7 ▲24.9% 

運輸部門 212.9 196.0 183.5 155.7 ▲13.8% 

廃棄物分野 15.9 14.2 12.9 10.6 ▲19.0% 

その他ガス 13.7 12.9 11.4 9.6 ▲16.7% 

温室効果ガス排出量 計 1,259.7 977.5 898.1 840.1 ▲28.7% 
※排出量の各数値は端数処理により、合計等と一致しない場合がある。 

※将来推計における電力排出係数は、2019 年度値を用いている。 
 

現状趨勢ケース排出量＝直近年度の温室効果ガス排出量×活動量の変化率 

 活動量の変化率   ＝
対象年度における活動量の推計値

直近年度における活動量
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果
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ス
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出

量

基準 現況 目標

森林吸収量

目標

②省エネ対策ケース※1445.3 千 t-CO₂ 
国と連携して進める省エネ対策を全て推進 

①

②
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③省エネ対策ケース＋再生可能エネルギーポテン
シャル最大限導入ケース 129.4 千 t-CO₂ 

③

①現状趨勢（BAU）ケース 840.1 千 t-CO₂ 
追加的な対策を見込まないまま推移した場合 
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太陽光発電の設置費用と費用対効果の試算 

※ 発電分を自家消費する場合の効果を示す。 
※ 日照時間は、2012（平成 24）～2020（令和 2）年の年間合計値の平均。 
※ 電気料金は、大手電力会社の 2016（平成 28）～2021（令和 3）年度の家庭用電気料金単価を 25.24 円/kWh として算出。 

※ 二酸化炭素排出量は北陸電力㈱における 2019（令和元）年度の電力排出係数 0.51kg-CO₂により算出。 

※ 発電分を自家消費する場合の効果を示す。 
※ 電気料金は、大手電力会社の 2016（平成 28）～2021（令和 3）年度の事業用電気料金単価を 18.52 円/kWh として算出。 
※ 二酸化炭素排出量は北陸電力㈱における 2019（令和元）年度の電力排出係数 0.51kg-CO₂により算出。 
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太陽光発電設備導入を初期投資ゼロで行う方法 

出典）「初期投資０での自家消費型太陽光発電設備の導入について」（環境省） 

 

 

出典）「初期投資０での自家消費型太陽光発電設備の導入について」（環境省） 

 
自己託送方式 

出典）「はじめての再エネ活用ガイド（企業向け）」（環境省）をもとに作成 
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新たな太陽光発電技術開発 
 

出典）NEDO ホームページ

出典）NEDO ホームページ
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農業用水路の落差を利用したマイクロ水力発電の導入事例 

出典）小水力発電設置のための手引き（国土交通省）  

本市水道施設への水力発電の導入（案） 
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          間伐材                        建設廃材                剪定枝 
出典）一般社団法人日本木質バイオマス協会 
 

 

 

 

木質バイオマス発電事業スキーム概要図（横須賀プロジェクト） 

出展:株式会社タケエイ HP 
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大型施設での地中熱(井水)活用事例 
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地域マイクログリッドのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）「地域マイクログリッド構築のてびき」（経済産業省）をもとに作成 
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送電線網の次世代化の計画事例 

⼊

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）「北陸電力送配電株式会社 中期経営計画＜2022～2027 年度＞」（北陸電力送配電株式会社）をもとに作成 
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2

 GX リーグ（排出量取引などの場） 



 

41 

2

 

出典）環境省「ZEB PORTAL」 
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出典）NEDO プロジェクト 
「動静脈一体車両リサイクルシステム」 
の実現による省エネ実証事業 

水平リサイクル 
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出典）国土交通省港湾局ホームページ 
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２０２２（令和４） 

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
量 

 水素利活用 

 営農型太陽光発電 

 もみ殻ボイラー熱利用 

 既存バイオマス発電設備の拡充 

・県産材活用 

・剪定枝・建設廃材活用 

 電動車導入 

 インフラ整備 

 リサイクル・資源循環 

再生可能 
エネルギー 
の創出 

２０３０（令和１２） ２０５０（令和３２） 

 エネルギーの地産地消 

 ポテンシャルに合わせた 

計画的な太陽光発電設備の設置 

 マイクロ水力の導入 

・農業用水 

・工場排水 

・水道施設 

 大型施設等の整備に伴う地中熱の活用 

 合成燃料等利用 



 

 

 



 

 

 

 

 射水市再生可能エネルギービジョン（案） 

発行 ／ 射水市 市民生活部 環境課 

       〒939-0294 射水市新開発 410 番地１ 

［ T E L ］０７６６－５１－６６２４ 

［ F A X ］０７６６－５１－６６５６ 

［ E-mail］kankyou@city.imizu.lg.jp 

［ホームページ］http://www.city.imizu.toyama.jp 

令和５年２月 


